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第1講　「病院会計準則改定の方向について」

　　改定の背景

　　昭和40年に厚生省から各都道府県知事宛に通知という形式で病院会計準則が制定

　　昭和58年病院会計準則の改定

　　　　　　↓　20年改定なし

　　　　　現　　状

　　　　　　↓

　　　　改定の必要性

· 開設主体が違うと会計基準が異り病院間の経営状況や経営効率が比較できない

公立病院等においては、経営の効率化ﾙを図るため他病院と経営比較の要請あり

⇒共通の会計基準の必要性

· 「施設会計」・「管理会計」のルールであるとの基本的性格の堅持

⇒病院を単位として会計情報から財政状態を始め運営の状態を把握し

経営管理の自主的改善の必要

· 前回改正から２０年近く経過しており会計基準の環境変化に対応できていない

⇒近年の動向を踏まえた財務諸表・会計ルールの適用

病院経営の情報開示（透明性・効率性）

　　　平成16年度より改定予定

現時点「病院会計準則」パブリックコメント公表（H16.5.57）　

　　　　　⇒募集期限　６月２８日　その後「通達改正」

　　

　【主な新財務表・新基準について】

1 「退職給付会計」について

従来の「退職給与引当金」と全く異なる会計方式

1. 退職給付会計は退職給付に関する包括的な会計基準である、社内積立（現行の退職給与引当金）であるか外部積立（企業年金制度等）であるかを問わず退職給付に関わる費用、負債および年金試算等を包括的に把握する会計

2. 退職給付会計は退職給付債務＝負債の時価主義会計であり、正味の負債を貸借対照表に計上し期間損益を適正に計上することを目途としている

② 「キャッシュフロー計算書」について

　　会計上の利益概念は会計基準によりその数値が異なる。また判断の要素が大きく恣意性の排除ができないが、資金についてはこれらの影響を受けず一会計期間の財政状態の変動が把握する有効な諸表である。

③ 「税効果会計」について

　　通常「会計上の利益＝損益計算書の税引前当期純利益」と「法人税法上の利益＝課税所得」が一定しないため税金の期間帰属のズレを調整する必要が生じて税効果会計が行なわれる。

　　

　　　会計上の利益（税引前当期純利益）＝収益－費用

　　　　　　　　　　　　

【通常一致しない】

　　　　　　法人税法上の利益（課税所得）＝益金―損金

　　　【病院会計準則具体的な変更部分】

　　　　　病院会計準則により病院が作成すべき財務諸表

　　　　　　　《現　　　行》　　　　　　　　　　　　《　新　》

　　　　　　　

1. 貸借対照表　　　　　　　　　　　　1.貸借対照表

2.　損益計算書　　　　　　　　　　　　2.損益計算書

3.利益金処分計算書　　　　　　　　　　3.キャッシュフロー計算書　

4.損失金処分計算書　　　　　　　　　　4.附属明細書　

5.附属明細書　　　　　　　　　　　　　　　純資産明細表

有形固定資産明細表　　　　　　　　固定資産明細表

無形固定資産明細表　　　　　　　　貸付金明細表

任意積立金　　　　　　　　　　　　借入金明細表

減価償却費　　　　　　　　　　　　引当金明細表

引当金　　　　　　　　　　　　　　補助金明細表

資産について設定している担保権の明細表

給与費明細表

本部費明細表

　　　　　病院会計準則相違点

	　　　《　現　行　》
	　　　　《　新　》

	科目の体系及び区分・配列

損益計算書

1 医業費用

給与費

　　　　材料費

　　　　経費　

　　　　委託費　

　　　　研究研修費

減価償却費

役員報酬

　　　　役員報酬

　

2 医業収益

1. 入院料収益

2. 入院診療収益

3. 室料差額収益

4. 外来診療収益

5. 保健活動予防収益

6. 医業相談収益

　

③医業費用

　　1給与費

　　　常勤給与

　　　　　医師給

　　　　　看護師給

　　　　　医療技術員給

　　　非常勤職員給

　　退職給与引当金

4 医業費用

　　　3.経費

賃借料

保険料

租税公課


　

5 医業費用

7. 本部費

　

6 固定資産

1. 有形固定資産

　　　　　　土地

　　　　　　建物

　　　　　　建物附属設備　　

2. 無形固定資産

3. その他の資産

　　　　　　長期貸付金

　　　　　　その他の投資

7 固定負債

退職給与引当金


	医業費用

　材料費

　給与費

　委託費

　設備関係費

　研究研修費

　経費

‘

②医業収益

1入院料収益

2.室料差額収益

3.外来診療収益

4.保健活動予防収益

2.給与費

　　給与

　　賞与

　　賞与引当金繰入額

　　退職給付費用

　　

医業費用

4.設備関係費

　　　減価償却費

　　　機器賃借料

　　　地代家賃

　　　修繕費

　　　固定資産税等

　　　機器保守費

　　　機器設備保険料

　　　車両関係費

5.研究研修費

6.経費

8.本部経費配賦額

　　

固定資産

1. 有形固定資産　

　　　建物

　　　土地

2. 無形固定資産

3. その他の資産

　　　有価証券

　　　長期貸付金

　　　　貸倒引当金

　　　長期前払費用

　　　その他の固定資産

固定負債

　引当金

　退職給付引当金

　長期前受補助金


　　退職金制度について

　　　退職金制度の見直しの必要性⇒経営上の負担

　　　退職給付金額自体の削減の検討

　　　現在の退職給付債務の引当計算方法の原則は①個別計算②簡便法

【考察】　

病院会計準則の変更については昨年8月に研修した内容が具体化されたので今後の方針を明らかにしていきたい。今回は病院会計準則の変更で、介護老人保健施設会計準則の変更時期は分からないとの事なので、両方に利用できる内容での科目および補助が必要となると思われる。　　

病院会計の現状を明らかにするためには引当金計上処理等は必要性があり、これを報告する事で診療報酬改定が繋がっていく事を聞いて、確実な実施の必要性を感じた。しかし、病院会計準則では引当金処理は経費計上科目であるが、所得税では損金扱いとならないため、税効果会計が大きく各諸表の意味あいと確認が必要性である。これに伴い今後、退職金給付金額の必要性と企業積立などの兼ね合いの検討も必要であると思われる。

　キャッシュフローについてはJDLのソフト組込みと、現時点では病院だけ（施設毎）のキャッシュフローが出来ないためJDLの利用法の検討が必要である。

　財務明細書については追加項目等が多いが、税務署提出書類と類似書類もあり追加明細書が作成できるような科目の設定が必要である。

　　

第3講　改正労働基準法とセクハラに伴う諸問題

　　　　有期労働契約に関する労基法の改定

　　　　Ⅰ有期労働契約

1.有期労働契約の雇用期間の上限の延長

　　　　　　・期間上限を超える有期労働契約の効力

　　　　　　　⇒制限期間を超えて働くのを容認すると期間の定めのない労働契約をされる場合がある。

　　　　　　・有期労働契約を締結したときは労働者は1年経過後は退職の申出が出来る（暫定措置）が使用者には期間途中の解約は認められない。

　　　　　　・有期労働契約の期間途中の解約は「やむを得ない事由」がある場合以外は認められず損害賠償の義務を負うこともある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正前　　　　　　　　　　改正後

1.）一般労働者　　　　　　　原則1年　　　　　　　原則3年

2）満60歳以上　　　　　　　　　3年　　　　　　　　　5年

3）高度専門知識等を有する者 　　3年　　　　　　　　　5年

　（医師・薬剤師・税理士等）

2.有期労働契約の労働条件の通知方法

　使用者は、有期労働契約者に対し、契約締結時に契約更新の有無更新する場合またはしない場合の判断基準を明示し内容変更するときは内容を明示する。

3.有期労働契約の雇用止めの予告

　　　　使用者は、有期雇用契約を雇用止めする場合には期間満了日30日前までに「更新しない」旨を予告すること。書面のほか口頭でもよい。

4.解雇予告後の「解雇理由」の明示義務

　労働者が、解雇予告された日から退職日までの間に「解雇の理由」についての証明書を請求をしたときは使用者は出来るだけ早く交付しなければならない。即時解雇も同様。

5.改正法18条2において「解雇権濫用の禁止」が規定された

　　　　「解雇は客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められると認められない場合は、その権利を濫用したものとして無効とする」

　　　　解雇権の濫用が争われた事例

· 茶髪を理由とする解雇が濫用とされた事例

· 労働能率が著しく低いことを理由とする解雇が権利の濫用に当たらないとされた事例

· 事業部門の閉鎖に伴い整理解雇が有効とされた事例

Ⅱ.セクハラに伴う諸問題

　　　　　　1.職場におけるセクハラ

　　　　　　　　①「対価型セクハラ」

　　　　　　　　　　職場における性的言動により女性労働者の労働条件に不利益を与えた場合

　　　　　　　　②「環境型セクハラ」

　　　　　　　　　　性的言動により女性労働者の就業環境が害される場合

　　　　　　　　③職場内外のセクハラを含むため、男性から女性へだけでなく、女性から男性へ同性間ででもハラスメントがありうる。⇒増えている

2.使用者にはセクハラを防止すべき「職場環境整備義務」がある

3.ジェンダーハラスメント

　　　　　　歴史的・社会的な性差におけるハラスメント（お茶くみ、職場清掃、男のくせに）

4.地位や（権）力関係に基づく人権侵害（ハラスメント）とされるもの

アカメデック・ハラスメント

パワーハラスメント

ドクター（医師―患者）ハラスメント（ドクハラ）

5.治療者－患者間のハラスメント

【考察】

　　　　　　有期労働契約や解雇やセクシャルハラスメントは職員との間で非常に争いとなりやすい問題であるため、事務管理者をはじめ管理者へフィードバックしたい。

班討論

　　　精神科医師確保と課題

　　　　　　出席者：17病院　　ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ　中川　龍治先生（病院管理委員会委員　嬉野温泉病院）　　　　　　　　　　　　

　　　　　　班　長：北海道　石橋病院　青山　芳彰事務長

　

　　　　　いかに精神科医師を確保しているか

　　　　　　　現　状　・非常勤医師でどうにか定数を確保している

・医師が高齢で今後が不安である

・設備面で魅力がない

・医局に魅力がない、活気がない

　　　　　・立地条件が悪い（僻地である）

・医師が精神保健指定医を取るまで年数がかかる

　　　　　　　確保対策・非常勤医師を家族ぐるみでお付き合いをして、誠心誠意の説得で

常勤になって頂いた。

・開業医（以前非常勤）の方で開業が思わしくない⇒声掛けして再度非常勤へ

・医局へお願いし紹介して頂いた⇒何年もの付き合いが実を結んだ

・仲介業を通して採用した⇒独特な医師で病院をかき回された⇒退職された

・非常勤給与の土曜日当直から日曜日直230,000で確保している

・病院のホームページや広告（医事新報・ｼﾞｬﾐｯｸｼﾞｬｰﾅﾙ・総合ﾒﾃﾞｲｶﾙ等）

・医局からの派遣非常勤は宿直室やネット・衛星放送などの設備は魅力

⇒宣伝になる

・地域性の魅力をアピール。夏の沖縄は魅力である等

・医師を確保のためほとんど病院へおらず、常に出張し医局巡り等をしているが

確保ができない

・他県大学医局へも頻繁に足を運んでいるが厳しい

　　　　　　テーマまとめ

　　　　　　　　・医師の確保は“永遠のテーマ”で締めくくられるほど、解決策は難しい。

・精神保健指定医が不足しているが、官公庁勤務以外の精神保健指定医が何人いるかが

把握されておらず、民間でどの位不足しているか数が見えない。

　　　　　　　　・どの病院でもかかえている問題であり、魅力ある病院作りが必要である。

・医師不足は名義がり問題など、社会的な問題となっており、経営に大きく影響するため医師数に見合った病院経営や機能の展開も必要である。

　　

　

　＜総括＞　　　　

　今回病院の事務長レベルの方が出席されており、自分にとって良い刺激になった。病院会計準則改定についてはやはり、税務調査の所得税法に重点をおいて処理がされている病院が多かったが、今後の長期経営という事を考えると、より現実的な数字（含み経費をいれた試算表の作成）と分析が必要となってきている。また、管理全体では、各庁の監査や、預かり金横領事件の問題が取り上げられており、今年度計画である内部牽制や書類統一の統括的な役割を強化し実施していく必要性を感じた。
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